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 秋田市 84 271,085 185,714 14,990 68.5% 74.0% 73 233,475 30 160,701 43 72,774 68.8%

 昭和町 3 1,910 1,667 130 87.3% 94.1% 3 1,910 2 1,667 1 243 87.3%

 天王町 4 13,450 480 0 3.6% 3.6% 4 13,450 1 480 3 12,970 3.6%

 鹿角市 26 35,280 12,460 5,330 35.3% 50.4% 26 35,280 9 17,254 17 18,026 48.9%

 大館市 25 81,650 43,867 2,660 53.7% 57.0% 23 67,760 5 40,652 18 27,108 60.0%

 能代市 34 84,310 40,202 2,710 47.7% 50.9% 33 71,320 14 41,762 19 29,558 58.6%

 男鹿市 16 38,761 14,037 8,380 36.2% 57.8% 13 32,631 3 9,359 10 23,272 28.7%

 本荘市 27 85,820 13,822 6,870 16.1% 24.1% 25 53,620 6 17,555 19 36,065 32.7%
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 横手市 21 44,770 25,532 720 57.0% 58.6% 17 38,760 9 22,129 8 16,632 57.1%

 湯沢市 25 52,440 23,645 220 45.1% 45.5% 23 33,720 7 23,761 16 9,959 70.5%

 小坂町 6 11,160 5,070 1,820 45.4% 61.7% 6 11,160 1 5,640 5 5,520 50.5%

 比内町 9 9,000 930 3,200 10.3% 45.9% 9 9,000 1 1,390 8 7,610 15.4%

 鷹巣町 13 40,020 9,693 8,670 24.2% 45.9% 12 31,130 2 9,693 10 21,437 31.1%

 森吉町 14 13,472 4,862 670 36.1% 41.1% 14 13,522 8 6,612 6 6,910 48.9%

 二ツ井町 12 25,060 9,300 3,940 37.1% 52.8% 10 20,960 1 8,560 9 12,400 40.8%

 五城目町 12 19,550 11,559 310 59.1% 60.7% 12 19,550 7 11,559 5 7,991 59.1%

 八郎潟町 12 7,540 80 1,890 1.1% 26.1% 12 7,540 0 80 12 7,460 1.1%

 仁賀保町 6 9,700 3,455 1,900 35.6% 55.2% 5 7,750 1 5,310 4 2,440 68.5%
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 西仙北町 7 11,970 4,760 1,080 39.8% 48.8% 7 11,970 1 4,760 6 7,210 39.8%

 角館町 15 21,790 10,246 40 47.0% 47.2% 14 20,980 7 15,696 7 5,284 74.8%

 田沢湖町 10 11,650 9,600 0 82.4% 82.4% 10 11,650 6 9,640 4 2,010 82.7%

 平鹿町 7 9,690 4,600 0 47.5% 47.5% 6 7,490 2 2,400 4 5,090 32.0%

 十文字町 15 23,454 16,056 2,920 68.5% 80.9% 14 19,444 5 12,046 9 7,398 62.0%

 増田町 10 11,660 4,245 3,240 36.4% 64.2% 10 11,660 1 4,149 9 7,511 35.6%

計 465 1,035,282 496,723 88,820 48.0% 56.6% 431 878,522 145 474,590 286 403,933 54.0%
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２．秋田県における都市計画道路の現状

（１）秋田県における都市計画道路の整備状況


表１　秋田県における都市計画道路の整備状況（延長単位：ｍ）
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	当初決定からの

経過年数
	路線数


	％

	～10年
	１４
	５

	10～20年
	３８
	１３

	20～30年
	２８
	１０

	30～40年
	４９
	１７

	40～50年
	８０
	２８

	50年以上
	７７
	２７

	総計
	２８６
	１００


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）市町別都市計画道路整備の現状


表３　都市別都市計画道路整備状況内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１６年４月時点
　　　　整備済みデータ：秋田県の都市計画（H16）調査より

　　　　概成済みデータ：H16現況調査より

（概成済み：計画幅員の２／３以上又は現道が４車線以上ある場合）
　　　　未着手データ：H16都市計画道路整備状況調査より（幹線街路・区画街路のみ対象とした調査）

表４　整備着手率順一覧表

[image: image2.emf]路線数 延長(ｍ) 路線数 延長(ｍ) 路線数 延長(ｍ) 整備着手率

 昭和町

3 1,910 3 1,910 1 243 87.3%

 田沢湖町

10 11,650 10 11,650 4 2,010 82.7%

８０％以上

 角館町

15 21,790 14 20,980 7 5,284 74.8%

 湯沢市

25 52,440 23 33,720 16 9,959 70.5%

７０％以上

 秋田市

84 271,085 73 233,475 43 72,774 68.8%

 大曲市

24 51,170 21 42,530 13 13,385 68.5%

 仁賀保町

6 9,700 5 7,750 4 2,440 68.5%

 象潟町

9 9,420 10 10,760 5 4,060 62.3%

 十文字町

15 23,454 14 19,444 9 7,398 62.0%

 大館市

25 81,650 23 67,760 18 27,108 60.0%

６０％以上

 五城目町

12 19,550 12 19,550 5 7,991 59.1%

 能代市

34 84,310 33 71,320 19 29,558 58.6%

 横手市

21 44,770 17 38,760 8 16,632 57.1%

 小坂町

6 11,160 6 11,160 5 5,520 50.5%

５０％以上

 鹿角市

26 35,280 26 35,280 17 18,026 48.9%

 森吉町

14 13,472 14 13,522 6 6,910 48.9%

 二ツ井町

12 25,060 10 20,960 9 12,400 40.8%

４０％以上

 西仙北町

7 11,970 7 11,970 6 7,210 39.8%

 六郷町

4 7,790 4 7,790 2 4,920 36.8%

 増田町

10 11,660 10 11,660 9 7,511 35.6%

 本荘市

27 85,820 25 53,620 19 36,065 32.7%

 平鹿町

7 9,690 6 7,490 4 5,090 32.0%

 鷹巣町

13 40,020 12 31,130 10 21,437 31.1%

３０％以上

 男鹿市

16 38,761 13 32,631 10 23,272 28.7%

２０％以上

 河辺町

5 10,480 5 10,480 5 8,580 18.1%

 比内町

9 9,000 9 9,000 8 7,610 15.4%

 金浦町

4 5,530 4 5,530 4 4,890 11.6%

１０％以上

 天王町

4 13,450 4 13,450 3 12,970 3.6%

 神岡町

6 15,700 6 15,700 5 15,220 3.1%

 八郎潟町

12 7,540 12 7,540 12 7,460 1.1%

未着手状況(自専・特殊除) 計画(全体) 計画(自専・特殊除)
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（３）秋田県における都市計画道路の経緯

　


図５　都市計画区域面積と都市計画区域人口の推移


図６　都市計画街路事業費の推移

図７　都市計画道路の計画・整備状況の推移

３．都市計画道路見直しの背景

（１）社会情勢・将来需要の変化


　　　　　　　　　　　　　　　　　　







図８　秋田県の人口
（２）公共事業投資の効率化・重点化


　


　　　　　　　　　　　

（３）まちづくりの方向性の変化


　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（４）住民への説明責任


　　

図１１　都市計画法５３条申請件数（都市計画道路のみ）
４．見直しに関する基本方針

（１）基本姿勢


（２）見直しプロセス
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（３）「検討路線」の考え方


５．検討路線の評価方法

（１）見直し評価における基本的視点


（２）見直し検討手順
ステップ１：「検討路線」の選別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

· 長期間事業未着手の都市計画道路

· 地域の実情により、検討を要すると判断される都市計画道路

※　４（３）検討路線の考え方１０頁参照
ステップ２：「検討路線」の基本データ入力　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・選別した「検討路線」については現状把握をするため，『路線評価カルテ』に入力する。
・『路線評価カルテ』の記載項目としては，以下のものとする。


・データがある場合は、現況交通量・現況混雑度についても記載する。

ステップ３：「必要性」指標の重み付け　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・「必要性」の各指標について、各市町独自の重み付けを行う。

　・また、地域・路線独自の必要性があれば、その他として「独自項目」を設け指標に加える。

　　　例）他事業との関連により必要性が高い、沿線住民の整備要望が非常に強いなど

　※『路線別評価の手引き』１４頁参照

　※ケーススタディ結果　１９，２０頁参照　

ステップ４：都市計画道路の「必要性」・「実現性」の検討　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

・「検討路線」について、「必要性」「実現性」の視点から検討する。

・「必要性」評価は，道路のもつ機能から，①ネットワーク機能、②交通機能、③まちづくり支援、④防災・医療活動支援機能面から評価（ﾁｴｯｸ）を行う。
・「実現性」の評価は、①現地状況、②構造面、③社会状況から支障となる課題を程度によって、３段階

　（「著しく大きい」「大きい」「小さい」）で評価する。
・評価の結果を集計し、「必要性」の採点結果、「実現性」の課題の程度（大きさ・多さ）、社会経済情勢の変化に鑑み計画が妥当か（過大・過小）等、総合的に判断して「候補路線」として抽出する。
ステップ５：「廃止」・「変更」の検討（総合評価）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・ステップ４の結果を踏まえ，「候補路線」となった主要幹線街路及び幹線街路については，見直し道路網における将来交通需要量を推計し，周辺道路網への影響度について検証を行う。

・全ての「候補路線」について、ステップ４の採点結果を基に、以下の項目について総合的に評価を行い、存続、廃止、変更の方向性を決定する。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　□将来交通量　□既都市計画決定の合理性　□事業化の見通し　□費用対効果
　□ネットワークへの影響　など
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	機能
	指標
	重み
	評価
	評価点
	備考

	ネットワーク機能

	上位計画における位置づけ
	6.0
	○
	6.0
	

	
	広域ネットワークの形成路線
	4.0
	
	
	

	
	主要拠点へのｱｸｾｽ路線
	4.0
	
	
	

	
	交通拠点へのｱｸｾｽ路線
	2.0
	
	
	

	
	主要幹線道路へのｱｸｾｽ
	4.0
	○
	4.0
	

	交通機能


	多くの交通量が見込まれる路線
	9.0
	
	
	

	
	渋滞緩和・解消に有効な路線
	9.0
	
	
	

	
	交通事故の減少に有効な路線
	6.0
	○
	6.0
	

	
	代替路線がない路線
	3.0
	○
	3.0
	

	
	観光振興・産業活動を支援する路線
	3.0
	
	
	

	まちづくり支援


	市街地での活動を支援する路線
	12.0
	
	
	

	
	市街地の土地利用を誘導する路線
	9.0
	○
	9.0
	

	
	都市環境の向上に有効な路線
	0.0
	
	
	

	
	歩行空間の高質化に有効な路線
	9.0
	○
	9.0
	

	
	共同溝、CCBOX等の計画がある
	0.0
	
	
	

	防災・医療活動支援


	延焼防止機能を有する路線
	2.5
	○
	2.5
	

	
	避難路確保、救急活動を支援
	2.5
	
	
	

	
	消防活動困難地域の解消
	2.5
	○
	2.5
	

	
	医療活動の支援
	2.5
	
	
	

	その他 
	他事業関連により必要性が高い
	10.0
	
	
	

	必要性の評価点 
	
	42.0
	







	区分
	指　　　　標
	判　　定
	備　考

	現地状況
 

 

  

 
	街なみや地域コミュニティへの影響
	（影響が）著しく大きい　●
	

	
	商店街への影響
	
	

	
	公共･公益施設への影響
	
	

	
	歴史･文化施設への影響
	
	

	
	環境保全上の問題
	
	

	構造面


	施工の難度
	（困難性が）著しく大きい　●
	

	
	現行の道路構造令との不一致度
	（不一致の問題が）大きい　◎
	

	社会状況


	他路線での代替可能性の大きさ
	（可能性が）大きい　◎
	

	
	住民の合意形成の難度
	（課題が）小さい　○
	

	その他（独自指標）
	
	

	実現性の評価　　　　問題が著しく大きい　●

　　　　　　　　　　問題が大きい　　　　◎

　　　　　　　　　　問題が小さい　　　　○
	２

２

１
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歩行空間の高質化に有効な路

線

共同溝、CCBOX等の計画があ

る

2.9

2.7
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3.3

0.0

1.0

2.0

3.0
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[image: image9.emf]重み 点数 重み 点数 重み 点数 重み 点数 重み 点数 重み 点数

必要性 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100.0

ネットワーク機能 30 30 30 30 20 20 35 35 20 20 20 20 25.8

上位計画における位置付け 25 7.5 20 6.0 20 4.0 20 7.0 20 4.0 20 4.0 5.4

広域ネットワークの形成路線 20 6.0 20 6.0 20 4.0 25 8.8 10 2.0 10 2.0 4.8

主要拠点へのアクセス路線 15 4.5 20 6.0 20 4.0 15 5.3 20 4.0 20 4.0 4.6

交通拠点へのアクセス路線 20 6.0 20 6.0 20 4.0 15 5.3 20 4.0 30 6.0 5.2

主要幹線道路へのアクセス 20 6.0 20 6.0 20 4.0 25 8.8 30 6.0 20 4.0 5.8

交通機能 30 30 20 20 35 35 30 30 20 20 30 30 27.5

多くの交通量が見込まれる路線 30 9.0 30 6.0 30 10.5 20 6.0 20 4.0 30 9.0 7.4

渋滞緩和・解消に有効な路線 30 9.0 20 4.0 20 7.0 10 3.0 0 0.0 20 6.0 5.8

交通事故の減少に有効な路線 0 0.0 10 2.0 10 3.5 25 7.5 20 4.0 10 3.0 4.0

代替路線がない路線 30 9.0 30 6.0 20 7.0 25 7.5 30 6.0 20 6.0 6.9

観光振興・産業活動を支援する路線 10 3.0 10 2.0 20 7.0 20 6.0 30 6.0 20 6.0 5.0

まちづくり支援 25 25 30 30 25 25 25 25 30 30 30 30 27.5

市街地での活動を支援する路線 35 8.8 30 9.0 40 10.0 25 6.3 30 9.0 40 12.0 9.2

市街地の土地利用を誘導する路線 20 5.0 20 6.0 30 7.5 25 6.3 30 9.0 30 9.0 7.1

都市環境の向上に有効な路線 15 3.8 20 6.0 0 0.0 25 6.3 20 6.0 0 0.0 4.4

歩行空間の高質化に有効な路線 20 5.0 20 6.0 30 7.5 25 6.3 20 6.0 30 9.0 6.6

共同溝、CCBOX等の計画がある 10 2.5 10 3.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0 0.0 2.8

防災・医療活動支援 10 10 15 15 10 10 10 10 20 20 10 10 12.5

延焼防止機能を有する路線 25 2.5 20 3.0 25 2.5 20 2.0 20 4.0 20 2.0 2.7

避難路確保、救急活動を支援 25 2.5 30 4.5 25 2.5 30 3.0 30 6.0 30 3.0 3.6

消防活動困難地域の解消 25 2.5 20 3.0 25 2.5 30 3.0 30 6.0 30 3.0 3.3

医療活動の支援 25 2.5 30 4.5 25 2.5 20 2.0 20 4.0 20 2.0 2.9

その他（独自指標） 5 5 5 5 10 10 0 0 10 10 10 10 6.7

平均



Ａ市 Ｂ市 Ｃ市 Ｄ町 Ｅ町 Ｆ町


６．本ガイドラインの運用について


【用語解説】

	自動車専用道路
	比較的長いトリップの交通を処理するための設計速度を高く設定し、車両の出入制限を行い、自動車専用とする道路。

	幹線道路
	主要幹線街路
	都市間交通や通過交通等の比較的長いトリップの交通を、大量に処理するため、高水準の規格を備え、高い交通量を有する道路。

	
	幹線街路
	主要幹線道路及び主要交通発生源等を有機的に結び都市全体に網状に配置され、都市の骨格及び近隣住区を形成し比較的高水準の規格を備えた道路。

	
	補助幹線街路
	近隣住区と幹線道路を結ぶ集散道路であり、近隣住区内での幹線として機能を有する道路。

	区画街路
	沿道宅地へのサービスを目的とし、密に配置される道路。

	特殊街路
	もっぱら歩行者・自転車、モノレール等自動車以外の交通の用に供するための道路。

	
	

	整備済み
	都市計画幅員で改良が完了している場合

	概成済み
	都市計画幅員の２／３以上又は現道が４車線以上ある場合
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不採用  


■本ガイドラインは、都市計画決定後、長期間にわたり事業未着手の都市計画道路を主体に、現在の社会情勢に照らし合わせ、計画の必要性や事業実現性を評価し、計画の継続・変更・廃止等の見直しの方向性を定めるための基本的な考え方と手順等を示すものである。


■今後、県及び各市町においては、本ガイドラインの活用により、適正な都市計画道路網の策定に向けた見直し作業への取り組みを促進するものである。





検討路線の考え方





見直しのプロセス





ガイドラインの運用について





見直し検討手順





見直し評価における基本的視点





検討路線の評価方法





見直しの基本姿勢





見直しに関する基本方針





見直しが必要





住民への説明責任





公共事業投資の効率化・重点化





まちづくりの方向性の変化





社会情勢・将来需要の変化





見直しの背景





対象（検討路線）





都市計画決定後長期間事業着手していない都市計画道路








ガイドラインの概要





■県内の都市計画道路465路線、計画延長約1,035kmのうち、整備済は48％、概成済は9％、未着手は39％である。【表１参照】


■このうち、自動車専用道路、特殊街路を除く、幹線道路、区画街路は、431路線（約878.5km）あり、286路線（約404km）39%が未着手となっている。【表１参照】


■未着手路線のうち、20年以上未着手が8割、50年以上未着手も3割（77路線）を占める。


【図３参照】





平成１６年４月時点





図１　整備状況内訳





図２　当初決定からの経過年数別　路線数（未着手路線）





表２　当初決定からの経過年数別路線数（未着手路線）





図３　経過年数別　路線数内訳（未着手路線）





■整備状況は、計画延長の長短に関わらず、都市によって差がある。【図４参照】


■市レベルでは、比較的一定の整備率は確保されている。【表４参照】


■町レベルでは整備率が極端に低いところがある。【表４参照】





図４　整備着手率順　未着手状況





■秋田県の都市計画区域内人口は、平成9年をピークに減少傾向を示し、ピーク時と比較すると、平成16年現在で15,000人減少しており、都市計画区域面積は大きな変化はなく推移している。【図５参照】


■道路事業費は、ピークのH11から相対的に減少している。【図６折線参照】


■都市計画道路の整備状況は、計画延長・改良済延長ともに順調に伸びてはいるが、近年改良率の伸びが鈍化している。【図７参照】





秋田中央道路事業費





■少子高齢化、人口減少などの社会情勢を受け、将来需要に対応した見直しが求められている。


　・秋田県の人口は昭和57年に減少に転じ、以降は漸減している状況で、平成16年には、1,161千人となっており、平成37年には、100万人を下回ることが予測されている。【図８参照】


　・自動車交通は、人口が減少した後もしばらくは増加するが、長期的には減少傾向に転じると考えられる


　・このような人口変化や交通需要の変化に対応した計画の見直しが求められている。





高齢化





少子化





人口減少





生産年齢人口減少





■まちづくりの方向性と都市計画道路整備の整合性が求められている。


　・中心市街地の空洞化が進行する中、中心部の再生や環境負荷の低減等から、自動車に過度に依存しないコンパクトシティを目指す必要がある。　


　・都市基盤整備において、歴史的まちなみや保存すべき建築物・立木など景観面の配慮や影響をできるだけ少なくすることが求められている。


　・都市計画道路が、自動車交通の混雑緩和としての役割だけでなく、まちのにぎわい・歩行者の安全性・防災対策等、各都市各地区における特色のあるまちづくりに役立てる必要がある。





■財源が厳しい中、未着手道路について、効率的・重点的な事業執行の観点から見直しが必要


である。


　・今後財政的な制約により投資余力が低下して、より効率的な投資が必要である。【図９，１０参照】


　・今日まで、都市内や周辺地域で整備された道路などの既存ストックを加味し、現況に見合った総合的な都市道路網を策定する必要がある。


　・そこで、限られた事業費を効果的、効率的に執行する観点からも、整備優先順位の設定や都市計画道路の見直し、（廃止・縮小）が必要である。





■長期的な制限に対する説明責任と信頼性の確保


　・都市計画法第５３条により、地権者の建築行為を長期間にわたり制限していることから、事業化への道筋を


　　明示するとともに、必要性を定期的に検討する必要がある。


　・近年、申請の件数は減少傾向にあるが、年間１００件前後の申請がある。【図１１参照】


　・都市計画道路の必要性を様々な観点から検討することにより、住民に身近で、より信頼される計画となる必要がある。





■見直しにあたっては、次の点を基本に実施する。





①選別の基本


・概ね２０年後を目途に、事業が現実的に困難である路線については、阻害要因を明らかにした上で、線形や幅員の


　変更も含めて見直す方向で位置付ける。





②「必要性」と「実現性」の総合評価


・検討路線について、都市計画道路としての必要性や事業の実現性を定量的・定性的に評価を行い、総合的に方向性


を判断する。





③各都市の個別事情に応じた見直し


・各都市において、歴史、都市構造、都市計画決定状況、整備状況、将来交通需要の伸びなどが異なるため、地域の


個別事情に応じた見直しを行う。


・迅速かつ円滑な見直しを図るため、路線評価を「路線評価カルテ」により行うが、各市町が独自の評価基準を盛り


込むなどし、主体的に路線の存続・変更・廃止等について検討する。　　





各市町が、「検討路線」について『路線評価カルテ』による検討・評価を行い、計画継続、変更（線形・幅員）、廃止の方向付けを行う。


② その後、県と各市町が協議を行い路線の計画継続、変更（幅員・線形）、廃止の決定作業に入る。


③ また、変更・廃止路線については、住民参加、合意によるフィードバックを積極的に行う。





５（２）見直し検討手順


１２、１３頁参照





見直しフロー（県と市町の役割）





■主に社会情勢の変化により必要性が低下している路線、事業が困難なため、長期にわたって未着手状態である都市計画道路のうち幹線街路及び幹線機能を有する区画街路を対象とする。





■なお、自動車専用道路、幹線機能を有さない区画街路、特殊街路については、特定の機能・目的を果たすため、あるいは局所的な土地利用に対応して定められているなど、広域的で多面的な今回の点検・検証にはなじまないことから、見直し対象とはせず、必要に応じて個別に対応するものとする。





■次に該当する道路について、変更あるいは廃止も含めて計画の見直しを行うものとする。


　


①機能を代替する道路がある場合


　　・交通処理機能や空間機能を代替する道路（現道を含む）が既にある等、新たな都市計画道路を整備する


必要性が低い場合は、廃止を含め見直す方向で位置付ける。


　　・概成済みについては、現在の利用状況と拡幅の必要性を踏まえた上で、現道で機能が確保でき、新たな道路整備の必要性が低い場合、縮小、廃止等も含めて見直す方向で位置付ける。


　　・補助幹線道路については、地区を面的にとらえ、複数の既存道路で機能を役割分担する等必ずしも画一的な都市計画道路整備を行わなくても良い場合は、廃止を含めて見直す方向で位置付ける。





　②計画決定時に想定していた土地利用状況・計画が変化した場合


　 ・土地区画整理事業や工業団地計画等の計画の変更や廃止等、当初想定していた土地利用計画等が変化し、これを支援する都市計画道路の必要性が変化あるいはなくなった場合、廃止等も含めて見直す方向で位置付ける。





　③事業が現実的に不可能な場合（物理的、地形的制約）


　　・必要な縦断勾配が確保できない等の物理的、地形的制約があり、阻害要因の除去が不可能な場合は、事業が現実的に困難であるとし、線形や幅員の変更、あるいは廃止を含めて見直す方向で位置付ける。





　④地域の重要な資源であるまちなみや歴史的資源を喪失する場合


　 ・整備が必要であっても現決定のまま整備することによって、地域固有のまちなみや自然環境、歴史的資源、地域コミュニティを喪失すると考えられる場合は、幅員や線形の変更、廃止等を含めて見直す方向で位置付ける。


　 ・また、まちづくりの観点から地元より変更や廃止の要望がある場合は、これを重視する。





■「検討路線」については、『路線評価カルテ』をもとに、次の視点で評価を行う。





①ネットワーク上重要であるか（都市の骨格形成・主要拠点アクセス）【ネットワーク機能】


・都市形成の骨格となる放射・環状道路、都市圏間・市町村間の連携強化のための道路については、ネットワーク


上必要性が特に高いと考えられるため、計画を継続すべき方向で検討する。


・また、主要交通結節点や都市において重要な拠点へのアクセス路についても、必要性が特に高いと考えられるた


め、同様に計画を継続すべき方向で検討する。





②交通処理機能として必要か（自動車交通・歩行者交通）【交通機能】


・交通処理機能については、交通需要が計画策定時より変化していることが十分考えられる。また、都市計画道路


以外の代替道路が整備されていることも考えられることから、都市の個別事情に配慮しながら、対象路線の実質


的な必要性について定量的、定性的に判断する。





③土地利用支援のため必要か（土地利用との整合・中心部の活性化等）【まちづくり支援】　


・土地利用計画の廃止・休止、都市の拡大が見込めない等、都市計画道路決定時に想定していた土地利用の状況が


変化した場合は、これを支援する都市計画道路の必要性も低下していると考えられる。


　・また、②と同様、代替路線が十分機能している場合も考えられるため、対象路線の実質的な必要性について定量


的、定性的に判断する。





④都市防災機能を備えているか（災害時の避難路や消防活動等）【防災・医療活動支援】　


・災害時において、避難路や救急医療活動のために必要不可欠な道路であるかを判断する。


・また、②と同様、代替路線が十分機能している場合も考えられるため、対象路線の実質的な必要性について定量


的、定性的に判断する。





⑤計画内容での事業実現が可能か(物理的制約の回避･歴史･文化資源等との整合性)【実現性】　


・計画継続の必要性が認められた対象路線であっても、勾配が確保できない、歴史・文化資源やコミュニティを喪


失するような場合は、線形の変更等で対応できるかを判断する


・特に、自然環境、歴史・文化資源が支障となる場合や市街地の空洞化を招くおそれがある場合は、まちづくりに


おける総合的な観点から、整備を行うことが妥当であるかを検討する必要がある。











30





10





観光振興・産業活動を支援する路線








多くの交通量が見込まれる路線





20














主要幹線道路へのｱｸｾｽ








ステップ３　「必要性」指標の重み付け

















・路線番号及び路線名　　　　　　　　　・検討対象区間の地名　　　・検討対象路線、区間位置の図


・道路構造（延長，幅員，車線数）　　　・都市計画決定の経緯（決定及び変更時の理由）


・上位計画での位置付け・現道の有無








留意事項


※住民参加・合意のプロセス


変更・廃止路線については、地域住民や沿道地権者の合意形成が必要不可欠である。行政による説明責任を果たすため、地域懇談会やワークショップ、住民勉強会等、行政と住民との協働作業を行った上で、必要な手続きを進めることが望ましい。














 





渋滞緩和・解消に有効な路線








ステップ４　都市計画道路の「必要性」・「実現性」の検討








ステップ２　「検討路線」の基本データ入力











見直し検討フロー





総合評価


【主要幹線・幹線街路】


　　　・将来交通量→混雑度の検証


【全路線】


　　・既都市計画決定の合理性


・事業化の見通し


・費用対効果


　・ネットワークへの影響








【手順２】必要性評価指標の配点設定


破線で囲まれた項目ごとに合計が100となるように指標の重要度に応じて配点する。　　














 





検討路線





 





「必要性」①ﾈｯﾄﾜｰｸ機能　②交通機能　③まちづくり支援　④防災・医療活動支援











廃止





存続





変更（幅員・線形・ネットワーク再編）











将来交通需要量の推計








∨ 





主要幹線街路


幹線街路





補助幹線街路


区画街路等





候補路線





■ガイドラインに係る留意事項


・検討の結果（12,13P）「存続」となった路線については、事業の実施時期等を明確にするため、『整備プログラム』を策定することが望ましい。


・各自治体の判断によっては、ステップ４（12,13P）「必要性」・「実現性」の検討による候補路線までの検討でも可能とする。





■見直しに係る留意点


・市町村を連絡する都市計画道路については、隣接市町及び県と協議の上、方向性を検討する。


・廃止・変更候補となった路線については、住民に対する説明責任と合意形成を進めるため、変更理由を明確にすると同時に、個別課題の解消方策を検討し、速やかに都市計画変更の手続きに移行することが望ましい。


・変更にあたっては、都市計画法第５３条により、建築行為に制限をかけている住民等に対して十分配慮する。


■見直しの時期


・長期未着手路線の見直しは、都市を取り巻く状況の変化に応じ適宜行うこととするが、１０年以内を目途に再度実施するものとする。

















∨ 





10.0








他事業関連により必要性が高い








∨ 





∨ 





『路線評価カルテ』





留意事項


※ステップ４で「存続」となる場合は、


説明のため交通量についても整理しておくことが望ましい。





ステップ１　「検討路線」の選別








存続





 





存続





（例）
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∨ 








∨ �





 





 





∨





 





∨





∨





∨





∨





∨ 





∨ 





∨





∨ 





∨





∨ 





∨








∨





6.0








上位計画における位置づけ





 10








その他(独自指標)





 





必要性





10


 





防災・医療活動支援





 30








まちづくり支援





30








交通機能





20








ネットワーク機能





2.5








医療活動の支援








2.5








消防活動困難地域の解消





2.5








避難路確保、救急活動を支援





2.5








延焼防止機能を有する路線





0








共同溝、CCBOX等の計画がある








9.0








歩行空間の高質化に有効な路線








0








都市環境の向上に有効な路線








∨ �





主要拠点へのｱｸｾｽ路線








 





∨





 





∨





∨





∨





∨





∨ 





∨ 





∨





∨ 





∨





∨ 





∨








∨





 





上位計画における位置づけ





不採用





 





その他(独自指標)





交通拠点へのｱｸｾｽ路線








20





 





必要性





 





防災・医療活動支援





 





まちづくり支援





 





交通機能





 





ネットワーク機能





 





医療活動の支援








 





消防活動困難地域の解消





 





避難路確保、救急活動を支援





 





延焼防止機能を有する路線





 





共同溝、CCBOX等の計画がある








9.0








市街地の土地利用を誘導する路線





12.0








市街地での活動を支援する路線





3.0








代替路線がない路線





6.0








交通事故の減少に有効な路線





9.0








渋滞緩和・解消に有効な路線





9.0








多くの交通量が見込まれる路線





3.0








観光振興・産業活動を支援する路線








4.0








主要幹線道路へのｱｸｾｽ





 





歩行空間の高質化に有効な路線








 





都市環境の向上に有効な路線








 





市街地の土地利用を誘導する路線





 





市街地での活動を支援する路線





 





代替路線がない路線





 





交通事故の減少に有効な路線





 





渋滞緩和・解消に有効な路線





 





多くの交通量が見込まれる路線





 





観光振興・産業活動を支援する路線





 





主要幹線道路へのｱｸｾｽ





 





交通拠点へのｱｸｾｽ路線








 





主要拠点へのｱｸｾｽ路線








 





広域ネットワークの形成路線





【手順１】必要性の評価指標を設定


必要性を評価するために既定の評価指標の中からどれを採用するか、ほかに地域独自の「その他」指標があるか検討し、評価指標を設定する。

















路線別評価の手引き





∨ 





∨ 





∨ 





採用・不採用をチェック





不採用





2.0








交通拠点へのｱｸｾｽ路線








4.0








主要拠点へのｱｸｾｽ路線








4.0








広域ネットワークの形成路線





手順２で設定した項目の配点





２０×３０／１００





【手順４】必要性の評価


路線ごとに指標の判定を行い、該当する指標の重みを評価点とし、評価点の合計を総合評価とする。





手順３で設定した重み





路線毎の評価結果





【手順３】必要性評価指標の重み付け


項目の下位の配点の合計が上位の配点となるように、配点を調整し重みを設定する。

















































































































































































































（例）





（例）





（例）





（例）





該当する指標の評価点





必要性の評価点





 





 














∨ 





100





他事業関連により必要性が高い








合計　100点





合計　100点
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∨ 





∨ 





∨ �





 





∨
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∨





∨
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∨





30


３0








上位計画における位置づけ





合計　100点





 10








その他(独自指標)





 





必要性





10


 





防災・医療活動支援





 30








まちづくり支援





30








交通機能





20








ネットワーク機能





25





医療活動の支援








25





消防活動困難地域の解消





25





避難路確保、救急活動を支援





25





延焼防止機能を有する路線





0





共同溝、CCBOX等の計画がある








30





歩行空間の高質化に有効な路線








0





都市環境の向上に有効な路線








30





市街地の土地利用を誘導する路線





40





市街地での活動を支援する路線





10





代替路線がない路線





20





交通事故の減少に有効な路線





30





「実現性」　①現地状況　②構造面　③社会状況　











他事業関連により必要性が高い








ステップ５　「廃止」・「変更」の検討








図１０　建設交通部予算の推移





図９　秋田県予算の推移　





留意事項


　※ここでの判定は、判定の根拠となる資料を準備・整理しておくこと。





留意事項


　※設定者は、都市計画道路についての内容を理解している者が行う。


（認識不足や勘違い、用語解釈による判断ミスを除外するため）


※３名程度が重み付けを実施してみて、判断が分かれる部分については、ディスカッションにより考え方の調整を行う。








留意事項


　※手順４～手順５について整理し、カルテに反映させる。


　※設定した重みでカルテを作成し、現状と乖離しているか確認していないか確認しながら、重みを再構成するなど、より精度の高い重み付けを行う。


　※参考として、策定ワーキング参加市町における策定検討時の結果を記載。（P19～20）





ケーススタディ結果【平均点】（参考）





ケーススタディ結果【重み】（参考）





【手順６】「必要性」「実現性」の総合評価


必要性、実現性それぞれの評価結果をカルテに整理し、他の項目も含めて総合的に判断し、存続・見直し（廃止又は変更）の判断をする。





【手順５】実現性の評価


個々の指標について、実現するために問題がある場合はその問題の程度を「著しく大きい」｢大きい｣｢小さい｣の区分で判定する。


　　　　　カルテ上の記述（●：著しく大きい　◎：大きい　○：小さい）





20 20





広域ネットワークの形成路線





合計　100点





合計　100点





合計　100点
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